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In brief 

近時、日本を含む世界各国において、ESG/サステナビリティに関する議論が活発化する中、各国政府や関

係諸機関において、ESG/サステナビリティに関連する法規制やソフト・ローの制定又は制定の準備が急速

に進められています。企業をはじめ様々なステークホルダーにおいてこのような法規制やソフト・ロー（さらに

はソフト・ローに至らない議論の状況を含みます。）をタイムリーに把握し、理解しておくことは、サステナビリ

ティ経営を実現するために必要不可欠であるといえます。当法人の ESG/サステナビリティ関連法務ニュー

スレターでは、このようなサステナビリティ経営の実現に資するべく、ESG/サステナビリティに関連する最新

の法務上のトピックスをタイムリーに取り上げ、その内容の要点を簡潔に説明して参ります。 

今回は「EU のコーポレート・サステナビリティ・デューディリジェンス指令（CSDDD）に関する FAQ の公表」

についてご紹介します。 

In detail 

1. 概要 

2024 年 7 月 25 日、EU のコーポレート・サステナビリティ・デューディリジェンス指令（Corporate 
Sustainability Due Diligence Directive（CSDDD））（Directive 2024/1760）（以下「本指令」といいます。）1

が発効しました 2。本指令は一定の売上高等の要件（以下「対象企業要件」といいます。）を充足する対象企

業（EU 域外企業を含み、以下「適用対象企業」といいます。）に、自社及び子会社の事業並びに「活動の連

鎖」（chain of activities）（定義は後記 3.(3)参照）におけるビジネスパートナーの事業に関する人権及び環

境のデューディリジェンスの実施や開示等を義務付けるものです。本指令に基づき、EU 各加盟国は、2026
年 7 月 26 日までに本指令の内容を含む国内法を制定することが求められます。 

2024 年 7 月 25 日、欧州委員会は、本指令に関する Frequently asked questions（以下「FAQ」といいま

す。）3を公表しました。FAQ は、後述のとおり、法的拘束力を有するものではなく、EU 加盟国や適用対象企

業に対し、直接的に適用されるものではありませんが、本指令の内容を改めて解説し、また補足的な説明を

公的に記載していることから、適用対象企業又はその「活動の連鎖」（chain of activities）に属する企業にと

って、参照することが有用であると考えられます。 

そこで、本ニュースレターでは、FAQ の位置付けとともに、その概要等を説明します。 

 
1  https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=OJ:L_202401760 
2  CSDDD の概要については、当法人の 2024 年 9 月のニュースレター

（https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/news/legal-news/legal-20240926-1.html）をご参照ください。 
3  https://commission.europa.eu/document/download/7a3e9980-5fda-4760-8f25-

bc5571806033_en?filename=240719_CSDD_FAQ_final.pdf 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=OJ:L_202401760
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/news/legal-news/legal-20240926-1.html
https://commission.europa.eu/document/download/7a3e9980-5fda-4760-8f25-bc5571806033_en?filename=240719_CSDD_FAQ_final.pdf
https://commission.europa.eu/document/download/7a3e9980-5fda-4760-8f25-bc5571806033_en?filename=240719_CSDD_FAQ_final.pdf
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2. FAQ の位置付け 

欧州委員会が公表する FAQ は、法的拘束力を有するものではなく、EU 加盟国の立法機関や裁判所、規

制当局も、直接的にこれに縛られるものではありません。もっとも、FAQ は、一般的に EU 法を解釈する際

に参照されるものであることから、FAQ が示す解釈に則って本指令を理解することが第一義的には有用で

あると考えられます。 

また、FAQ は、本指令に関して最初に公表されたもので、未だ包括的で詳細なガイドラインとはなっていま

せん。むしろ、本指令の内容についてのハイレベルな要点に加え、本指令の背景や想定されるインパクト等

について説明するものであるといえます。この観点からは、適用対象企業及びその「活動の連鎖」（chain of 
activities）に属する企業が、本指令の目的や背景、企業に課される義務の内容等を改めて確認することに

より、それぞれの事業活動に対する影響を評価し、今後の体制構築等に活用することが有用です。 

3. FAQ の概要 

(1) 本指令と EU における他のサステナビリティに関する取り組みの関係（FAQ3.2.） 

本指令は、近時 EU において行われている人権尊重及び環境保護を目的とした取り組みを補完するもので

あるとされています。その上で、本指令は、EU 域内及び域外の大企業のサステナビリティ・デューディリジェ

ンスに関する一般的な枠組みを構築するもの（いわゆる一般法）であり、同じ目的を有するセクターごとの法

規制がより広範な又は具体的な義務を規定している場合には、後者の法規制（いわゆる特別法）が優先す

るとされています 4。 

また、本指令は、一定の義務に関して、既存の法規制を参照しています。例えば、本指令は、デューディリジ

ェンスに関する開示については、EU の企業サステナビリティ報告指令（Corporate Sustainability 
Reporting Directive（CSRD））（Directive 2022/2464）に準拠するものとしており、これにより、本指令及び

CSRD の双方の適用対象となる企業について、開示規制の適用が重複することを回避しています 5。 

(2) 本指令の適用対象 

① 対象企業要件（FAQ4.1.） 

本指令の適用対象企業は以下のとおりです。FAQ では、これらの対象企業要件を 2 事業年度連続で満た

す場合にのみ、本指令が適用されることが改めて指摘されています。 

また、FAQ は、EU 域内企業について約 6,000 社、EU 域外企業について約 900 社が以下の対象企業要

件を満たし、本指令の適用対象企業になるとしています。 

EU 域内企業 EU 域外企業 
(a) 直近事業年度における全世界での純売上高

が 4 億 5,000 万ユーロ超であり、かつ平均従

業員数が 1,000 人超の企業 

(a) 直近事業年度の前年度における EU 域内での

年間純売上高が 4 億 5,000 万ユーロ超の企業 

(b) 連結グループ単位で上記(a)の閾値を満たす

企業グループの最終親会社 
(b) 直近事業年度の前年度において、連結ベース

で(a)の閾値を満たす企業グループの最終親会

社 
(c) EU 域内のフランチャイズ又はライセンス契約

を締結している企業又はグループの最終親会

社で、直近事業年度における、EU 域内でのロ

イヤルティが年間 2,250 万ユーロ超、かつ全

世界での純売上高が 8,000 万ユーロ超の企

業 

(c) EU 域内のフランチャイズ又はライセンス契約を

締結している企業又はグループの最終親会社

で、直近事業年度の前年度における、EU 域内

でのロイヤルティが年間 2,250 万ユーロ超、か

つ EU 域内での純売上高が 8,000 万ユーロ超

の企業 

 
4  特別法の例として、関連セクターにおける森林破壊防止の枠組みを示し、特定の製品に関するデューディリジェンス

について、より具体的なルールを定める EU の森林減少防止に関する規則（Regulation (EU) 2023/1115 on 
deforestation-free products（EUDR））が挙げられています。 

5  CSRD の適用対象となっていない企業については、本指令が簡略化された開示枠組みを規定することにより、既存

の法規制を補完しているとされています。 
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② 中小企業への影響（FAQ4.2.） 

対象企業要件を満たさない中小企業（以下「中小企業」といいます。）は、直接的には本指令の適用対象と

ならないため、本指令により課される義務や責任を負うものではありません。 

もっとも、FAQ は、中小企業であっても、適用対象企業の「活動の連鎖」（chain of activities）における直接

的又は間接的なビジネスパートナーとして影響を受ける可能性があると指摘しています。具体的には、中小

企業は、実際の又は潜在的な負の影響に関する情報を収集・共有するよう依頼を受けたり、適用対象企業

の義務に沿った形でそれらに対処するよう求められたりすることがあり得るとされています。 

③ EU 域外企業の取扱い（FAQ4.3.） 

FAQ は、本指令により課される義務、罰則及び民事上の責任は、適用対象となる EU 域内企業と EU 域外

企業の間で差異はなく、同一であると指摘しています。 

対象企業要件についても、主な要件は同一とされていますが、以下の点には違いが設けられています。 

 EU 域内企業については、全世界での売上高が要件とされ、さらに従業員数要件も設けられています。 

 EU 域外企業については、EU 域内での売上高が要件とされていることから、より狭い範囲での適用が

想定されています。また、従業員数要件は設けられていません。 

なお、FAQ は、EU 域外企業について従業員数要件が設けられていない理由として、EU 域内企業と異なり、

多くの EU 域外企業には、従業員数を報告する義務がなく、また、従業員の定義が国際的な基準と大きく異

なる可能性があることから、従業員数の確認が非常に複雑となり得る点を挙げています。 

(3) デューディリジェンス義務の対象範囲（FAQ5.3.） 

本指令の適用対象企業には、人権及び環境に係るデューディリジェンスを実施する義務が課せられます。

適用対象企業は、自らの事業又はその子会社の事業のみならず、「活動の連鎖」（chain of activities）にお

けるビジネスパートナーの事業から生じる人権及び環境への負の影響もデューディリジェンスの対象とする

ものとされています。 

ここで、「活動の連鎖」（chain of activities）とは、企業の事業に関する上流及び下流の事業活動であり、

本指令では、以下のとおり定義されています。 

 原材料、製品又は製品の部品の設計、抽出、調達、製造、輸送、保管及び供給並びに製品又はサー

ビスの開発を含む、商品の生産又はサービスの提供に関する企業の上流のビジネスパートナーの活

動 

 製品の流通、輸送、保管に関連する企業の下流のビジネスパートナーの活動のうち、当該企業のため

に又は当該企業に代わって行う者の活動 

FAQ は、これらの上流及び下流のビジネスパートナーについて、以下のとおり、それぞれ具体例を挙げて説

明しています。 

適用対象企業 上流のビジネスパートナー 

衣服製造業者 衣服の製造に用いられる生地を生産する織物工場 

自動車製造業者 
タイヤ製造業者（直接の上流のビジネスパートナー） 

タイヤの製造に用いられるゴム製造業者（間接の上流のビジネス

パートナー） 

適用対象企業 下流のビジネスパートナー 

衣服製造業者 完成した衣服製品を消費者に対して販売する小売店 
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(4) 業界団体又はマルチステークホルダーのイニシアチブ（FAQ8.5.） 

本指令が定める企業の義務履行を促進するため、業界団体又はマルチステークホルダーのイニシアチブは

重要な役割を果たすと考えられています。FAQ は、これらのイニシアチブが、企業がリソースを確保すること、

協働して行動することにより、バリューチェーンにおいて有意義かつ積極的な変化をもたらすための影響力

を強めることに繋がると指摘しています。 

ただし、FAQ は、特定のイニシアチブの選択及び最終的なデューディリジェンス義務の履行については、企

業自身が責任を負う点に留意すべきことの重要性も併せて指摘しています。 

(5) 本指令のインパクト 

① 個人に対するインパクト（FAQ9.1.） 

FAQ は、本指令の個人に対する主な利益として、以下のものを挙げています。 

 人権の更なる保護 

 現在及び将来の世代のための、気候変動の緩和を含む、より健全な環境に対する貢献 

 有意義なステークホルダー・エンゲージメントを通じた、企業の意思決定への関与 

 （企業、規制当局又は裁判所に対する苦情プロセスを通じた）企業から説明を受ける権利の強化 

 司法的（民事責任）又は非司法的メカニズム（企業により構築された苦情メカニズム）を通じた、人権又

は環境問題の被害者の是正に対するアクセス可能性の強化 

② 企業に対するインパクト（FAQ9.2.及び 9.3.） 

本指令により、EU 市場で事業を行う企業は初めて、コーポレート・サステナビリティ・デューディリジェンスに

関する明確な共通のルールを持つこととなりました。 

FAQ は、本指令の企業に対する主な利益として、以下のものを挙げています。 

 法的安定性及び公平な競争環境に資する、EU における統一された法的枠組み 

 顧客からの信頼及び従業員の関与の確保 

 人権及び環境の負の影響に対する認識の強化 

 リスクマネジメント及びレジリエンスの強化、イノベーション及び競争力の増強 

 サステナビリティ・パフォーマンスを重視する従業員、サステナビリティ志向の投資家に対する、又は公

共調達手続における魅力度の増加 

また、FAQ は、企業の競争力が、バリューチェーンにおける持続可能なプラクティスを確保する能力にます

ます依拠することとなると指摘しています。 

すなわち、顧客は、持続可能で責任ある調達がなされた製品やサービスを求め、購入行動における選択を

ますます意識するようになり、従業員（特に若年層の従業員）は、雇用主のサステナビリティ・パフォーマンス

に敏感であると指摘しています。同時に、投資家は、投資機会を探す際に、サステナビリティに関する問題を、

より考慮するとしています。 

③ 開発途上国に対するインパクト（FAQ9.4.） 

FAQ は、本指令により、適用対象企業の「活動の連鎖」（chain of activities）の一部分を構成している企業

が所在するパートナー国に対して、多様な利益をもたらすことが期待されると指摘した上で、以下のような例

を挙げています。 

 人権及び環境の更なる保護 

 より持続可能な事業運営 

 国際的なスタンダードの更なる組み込み 
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 EU 企業によるビジネスパートナーへの投資、能力開発及びサポート 

 中小企業に対する財政的な支援 

 人々の生活水準の向上 

 負の影響の被害者の司法及び是正に対するアクセス可能性の強化 

4. 今後公表される予定のガイドライン等 

① ガイドライン 

本指令は、欧州委員会に対し、FAQ の他にガイドラインを発行するよう求めています。具体的には、企業又

は EU 加盟国当局に対し、企業が実践的にデューディリジェンス義務を履行するための方法について、一般

的なガイドライン及び特定のセクター又は負の影響に関するガイドラインの発行が予定されています。 

これらのガイドラインには、本指令が定めるデューディリジェンスを実施する際のベストプラクティス（特に、負

の影響の特定プロセス及び優先順位付け、責任ある取引停止、是正のための適切な措置、ステークホルダ

ーの特定及び対話など）、義務を履行するために利用可能なデータ及び情報の参照先などが要素として含

まれることとされています。 

具体的には、各ガイドラインは以下のようなスケジュールでの発行が予定されています。 

ガイドラインの概要 発行予定時期 

デューディリジェンス実施の方法に関するガイダンス及びベストプラ

クティス 

2027 年 1 月 26 日 
企業レベル及び事業運営の評価、地理的リスク、製品・サービス及

びセクター別のリスク（紛争の影響を受ける地域や高リスク地域を

含む）等の評価に関するガイダンス 

義務を履行するために利用可能なデータ及び情報の参照先、デジ

タルツール及び技術 

気候変動緩和のための移行計画に関する実践的なガイダンス 

2027 年 7 月 26 日 
営業秘密等を保護しながら、義務を履行するためのリソース及び情

報を企業内外において共有する方法に関する情報 

デューディリジェンスの過程におけるエンゲージメントの方法に関す

る、ステークホルダー及びその代表者のための情報 

② モデル契約条項 

また、本指令は、ガイドラインに加え、企業による本指令に基づく契約上の対応を促進するため、欧州委員

会に対し、任意のモデル契約条項を作成することも要請しており、当該モデル契約条項は、2027 年 1 月 26
日までに作成される予定です。 

5. おわりに 

日本企業においても、自社又は子会社が EU 域外企業の対象企業要件を充足することが見込まれる場合

のみならず、適用対象企業となる他社のバリューチェーンを構成する場合にも備えるため、本指令への対応

について、可能な限り早期に検討を開始する必要があります。具体的には、現状の把握や今後の取組み方

針（ロードマップ）の策定、社内体制の整備、本指令に適合した人権・環境デューディリジェンス・ポリシーの

策定及び当該ポリシーに基づくデューディリジェンスの実施などについて、弁護士を含む専門家のアドバイ

スを受けながら、早期に対応していくことが必要となります。 
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かかる観点から、本指令において適用対象企業にどのような義務が課されているのかを把握しておくことが

極めて重要です。FAQ は、包括的で詳細なガイドラインとはなっていませんが、本指令における主要な内容

を理解し、各企業が検討を開始するにあたり、その参考資料となるものと考えられます。 

今後、追加で公表されるガイドラインやモデル契約条項に加え、各国で法制化が進められる国内法など、本

指令に関する動向には引き続き注目していく必要があります。 
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Let’s talk 
 

SDGs や ESG に関する取り組みが世界的に広がっています。PwC 弁護士法人は、企業及び社会が抱え

る ESG に関する重要な課題を解決し、持続的な成長・発展につなげるサステナビリティ経営の実現を目指

すためのさまざまなアジェンダについて、PwC Japan グループやグローバルネットワークと密接に連携しな

がら、特に法的な観点から戦略的な助言を提供するとともに、その実行や事後対応をサポートします。 

PwC 弁護士法人の主な支援業務は、①ビジネスと人権への取り組みに関する法的支援、②サステナビリテ

ィ経営を実現するためのビジネスモデルの再構築、③サステナビリティ経営のためのコンプライアンス体制

の設計・運用、④サステナブルファイナンスに関する法的支援、⑤その他 ESG 関連の法的助言/争訟の支

援ですが、これらに限らず、企業や社会のニーズに応じた効果的・効率的な法務サービスを提供します。 

PwC Japan グループは、サステナビリティに関連した戦略から新規ビジネス創出、オペレーション、トランス

フォーメーション、リスク対応、開示・エンゲージメントといった幅広い経営アジェンダを包括的に支援していま

す（https://www.pwc.com/jp/ja/services/sustainability-coe.html）。 

より詳しい情報、又は個別案件への取り組みにつきましては、当法人の貴社担当者もしくは下記までお問い

合わせください。 

PwC 弁護士法人 
第一東京弁護士会所属 
 
〒100-0004 東京都千代田区大手町 1-1-1 大手町パークビルディング 
電話 : 03-6212-8001 
Email: jp_tax_legal-mbx@pwc.com 
www.pwc.com/jp/legal 
 
 PwC ネットワークは、世界 100 カ国以上の拠点に約 4,000 名以上の弁護士を擁しており、幅広いリー

ガルサービスを提供しています。PwC 弁護士法人も、グローバルネットワークを有効に活用した法務

サービスを提供し、PwC Japan グループ全体のクライアントのニーズに応えていきます。 
 PwC Japan グループは、PwC ネットワークの各法人が提供するコンサルティング、会計監査、及び税

務などの業務とともに、PwC 弁護士法人から法務サービスを企業のみなさまに提供します。 
 
ESG/サステナビリティ関連法務チーム 
パートナー 
弁護士・公認会計士 
北村 導人 
michito.kitamura@pwc.com 

パートナー 
弁護士・ニューヨーク州弁護士 
山田 裕貴 
hiroki.yamada@pwc.com 

パートナー 
弁護士 
小林 裕輔 
yusuke.y.kobayashi@pwc.com 

 
弁護士 
日比 慎 
makoto.hibi@pwc.com 

 
弁護士 
蓮輪 真紀子 
makiko.hasuwa@pwc.com 

 
弁護士 
阪本 凌 
ryo.r.sakamoto@pwc.com 

 
弁護士 
久保田 有紀 
yuki.y.kubota@pwc.com 

 
弁護士 
湯澤 夏海 
natsumi.n.yuzawa@pwc.com 

 

 
本書は法的助言を目的とするものではなく、プロフェッショナルによるコンサルティングの代替となるものでは

ありません。個別の案件については各案件の状況に応じて弁護士の助言を求めて頂く必要があります。ま

た、本書における意見に亘る部分は筆者らの個人的見解であり、当弁護士法人の見解ではありません。 
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